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(会社法第 782条第 1項及び会社法施行規則第 188条に定める書面)

愛知県名古屋市中村区名駅一丁目2番 4号

名古屋鉄道株式会社

代表取締役 高崎 裕樹

当社は、2022年 2月 7日 付で、名鉄不動産株式会社 (以下「承継会社」といいます。)と の間

で、当社を吸収分割会社、承継会社を吸収分割承継会社とする吸収分割 (以下「本吸収分割」

といいます。)に係る吸収分害J契約を締結いたしました。よつて、以下のとおり、本吸収分害1

に係る事前開示をいたします。

吸収分割契約の内容 (会社法第 782条第 1項第 2号 )

本吸収分割に係る吸収分割契約の内容は別紙 1の とおりです。

会社法第 758条第 4号に掲げる事項についての定めの相当性に関する事項 (会社法施行

規則第 183条第 1号イ)

本吸収分割に際して、承継会社は新たに 105,278,000株 を発行し、その全てを吸収分割

会社である当社に割当交付いたします。当社は、本吸収分割時点において承継会社の発

行済株式の全てを所有していることから、交付株式数は、任意に定めることができると

考えられるところ、承継会社の効率的な管理等を考慮し、この株式数が相当であると判

断しております。また、本吸収分割による承継会社の資本金および準備金の増加額は、

本吸収分割後の承継会社における機動的な資本政策を考慮し、会社計算規則に基づき決

定したものであり、相当であると判断しております。

3.会社法第 758条第 8号に関する事項 (会社法施行規則第 188条第 2号)

該当事項はありません。

4.会社法第 758条第 5号及び第 6号に掲げる事項についての定めの相当性に関する事項

(会社法施行規則第 183条第 3号)

該当事項はありません。

5.吸収分割承継会社の最終事業年度に係る計算書類等の内容 (会社法施行規則第 183条第 4

号イ)

別紙 2の とおりです。
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6。 吸収分割承継会社の最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負

担その他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象の内容 (会社法施行規貝ll第 183条

第 4号ハ)

承継会社は、株式会社名鉄プロパティ (愛知県名古屋市中村区名駅一丁目2番 4号)と

の間で、2022年 2月 7日 付で吸収分割契約書を締結しており、効力発生日を 2022年 4月

1日 として、株式会社お鉄プロパティが営む不動産事業の一部に関して有する権利義務を

承継会社に承継させる吸収分割を行 う予定です。

当社において最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その

他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象の内容 (会社法施行規則第 183条第 5号

イ)

① 当社は、名鉄タクシーホールディングス株式会社 (愛知県名古屋市中川区西日置二丁

目3番 5号)と の間で締結した 2021年 8月 6日 付吸収分割契約書に基づき、2021年

10月 1日 を効力発生 日として、当社のタクシー事業に関する経営管理を主な業務とす

る統括事業に関して有する権利義務を名鉄タクシーホールディングス株式会社に承継

させる吸収分割を行いました。

② 当社は、名鉄ビルディング管理株式会社 (愛知県名古屋市中村区名駅一丁目2番 4号 )

との間で、2022年 2月 7日 付で吸収分害1契約書を締結しており、効力発生日を 2022年

4月 1日 として、当社の建物その他諸施設の清掃業ならびに警備業務に関する事業に

おける経営管理を主な業務とする統括事業を名鉄ビルディング管理株式会社に承継さ

せる吸収分割を行う予定です。

8.成収分割が効力を生ずる日以後における当社の債務及び吸収分割承継会社の債務 (吸収

分割会社が吸収分割により吸収分割承継会社に承継させるものに限る。)の履行の見込み

に関する事項 (会社法施行規則第 183条第 6号)

① 当社の債務の履行の見込みについて

当社の2021年 3月 31日 現在の貸借対照表における資産の額は861,667百万円、負債

の額は583,465百万円であり、資産の額が負債の額を十分に上回つております。

本吸収分割により、当社が承継会社に対して移転する資産の額は 48,846百万円

(2021年 9月 30日 現在)、 負債の額は 3,683百万円 (2021年 9月 30日 現在)であ

り、これらの金額に効力発生日の前日までの増減を加減して確定いたします。また、

本吸収分割の効力発生日までに当社が負担すべき債務の履行に支障を及ぼす事象の発

生は、現在のところ予測されておりません。

以上より、本口及収分割後における当社の資産の額は負債の額を十分に上回る見込みで

す。



以上の点、並びに当社の収益状況及びキャッシュ・フロー等に鑑みて、当社の負担す

る債務については、本吸収分割の効力発生日以後も履行の見込みがあると判断してお

ります。

② 承継会社における分割会社から承継される債務の履行の見込みについて

承継会社の2021年 3月 31日 現在の貸借対照表における資産の額は 125,789百万円、

負債の額は104,111百万円であり、資産の額が負債の額を十分に上回つております。

上記①で述べたとおり、本吸収分割により、承継会社が当社から承継する資産の額は

48,846百万円 (2021年 9月 30日 現在)、 負債の額は3,683百万円 (2021年 9月 30

日現在)であり、これらの金額に効力発生日の前日までの増減を加減して確定いたし

ます。また、本吸収分割の効力発生日までに承継会社が負担すべき債務の履行に支障

を及ぼす事象の発生は、現在上のところ予測されておりません。

以上より、本田及収分割後における承継会社の資産の額は負債の額を十分に上回る見込

みです。

以上の点、並びに承継会社の収益状況及びキャンシユ・フロー等に鑑みて、承継会社

が当社から承継する債務については、本吸収分割の効力発生日以後も履行の見込みが

あると判断しております。



別紙 1 吸収分割契約書

次ページ以降をご参照ください。
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吸収分割契約書

,代

■Ⅲ 名古屋鉄道株式会社 (以下「甲」という。)及び名鉄不動産株式会社 (以下「乙」という。)

,lrは、第 2条に定める事業に関して甲が有する権利義務を乙に承継させる吸収分割 (以下『本

会社分割」という。)に関し、以下のとおり吸収分割契約 (以下「本契約Jと いう。)を締結

する。            ′

第1条  (分割当事会社の商号及び住所)

甲及び乙の商号及び住所は、以下の各号に定めるとおりである。

(1)甲

商号 名古屋鉄道株式会社

住所 愛知県名古屋市中村区名駅一丁目2番 4号

(2)乙

商号 名鉄不動産株式会社

住所 愛知県名古屋市中村区名駅四丁目26番 25号

第2条  (本会社分割)

1.甲 は、本契約の定めに従い、本効力発生日 (第 5条に定義する。以下同じ。)をもつて、

甲が営む不動産賃貸事業等の用に供する別紙 2記載の不動産及びこれに関わる開発、保

有、維持、管理、運営、賃貸借、売買等の不動産事業 (以下「本事業」という。)に関し

て有する資産、債務及び契約その他の権利義務 (以下「承継権利義務」といい、詳細は、

別紙 1「承継権利義務明細表」に記載のとおりとする。)を承継させ、乙はこれを承継す

る。なお、甲から乙への債務の承継は、免責的債務引受の方法による。

2.甲は、承継権利義務に含まれる債務について履行をしたとき (会社法第 759条第 2項に

基づき履行をしたときを含む。)は、 乙に対してその全額について求償することができる。

3.乙は、承継対象権利義務に含まれる債務以外の甲の債務について履行をしたとき (会社

法第 759条第 3項又は第 4項に基づき 履行をしたときを含む。)は、甲に対してその全

額について求償することができる。                     1

第3条 (分害1対価の交付)

乙は本会社分割に際し、乙が前条に基づき承継する承継権利義務の対価として、乙の普通

株式 105,278,000株 を甲に対して交付する。        '
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第4条 (乙の資本金等の額)

本会社分割により増加する乙の資本金及び準備金の額は、次のとおりとする。

(1)資本金 0円

(2)資本準備金 0円

(3)そ の他資本栞lJ余金 46,427,901,397円

(4)利益諄備金 0円             ,
(5)そ の他利益剰余金 0円

第5条 (本効力発生日)

本会社分割が効力を生ずる日 (以下「本′メ
~坊

力発生日」という。)は、2022年 4月 1日 とす

る。但し、甲及び乙は、手続の進行上の必要性その他の事由により必要な場合は、協議の上、

書面による合意により、本効力発生日を変更することができる。

第6条 (株主総会の承識

1.甲は、会社法第784条第 2項の規定により、簡易吸収分割の要件を満たすため、株主総

会の承認を得ることなく、本会社分割を実行する。

2.乙は、本効力発生日の前日までに、株主総会における本契約の承認を得るものとする。

第7条 (競業避止義務)

甲は、本効力発生日後、本事業について競業避上義務を負わない。

第8条 (本契約の変更等)

本契約締結日から本効力発生日までの間において、天災地変その他の理由により、本事業

又は本承継権利義務に重大な変動が生じた場合その他本会社分割の実行に重大な支障とな

る事態が生じた場合には、甲及び乙は協議した上で、本契約に定める本会社分割の条件を変

更し、又は本契約を解除することができる。

第9条  (本契約の効力)

と。 本効力発生日までに、第 6条第 2項に定める乙の株主総会の決議が得られない場合又

は関連法令に基づいて要求される監督官庁等の承認を得られない場合、本契約はその

効力を失う。

2.乙が甲の完全子会社になる場合かつ 2022年 2月 7日 付の甲と名鉄ビルディング管理株

式会社間での吸収分割契約に基づく吸収分割が実行されることが本会社分割の効力発

生の前提条件とする。



第10条 (規定外事項)

本契約に定めるもののほか、本会社分割に関して必要な事項については、甲及び乙が協議

した上でこれを決定するものとする。

本契約締結の証として本書を 1通作成 し、各自記名押印の_と、乙が原本を保管し、甲が

写しを保管する。

2022年 2月 7日

(甲 )

[商号]名 古屋鉄道株式会社

[本店] 愛知県名古屋市 駅一丁 目2番 4号

代表取締役  高崎

(乙 )

[商号]

[本店]

代表取締役

名鉄不動産株式会社

愛知県名古 駅四丁目26番 25号

前田 由
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承継権利義務母月紳表

乙は、本会社分割により、本効力発生日における甲の本事業に属する次に記載する資産、

負債、契約 (雇用契約を除く)、 雇用契約その他の権利義務を甲から承継すると

なお、承継する権利義務のうち資産及び負債については、2021年 9月 30日 現在の貸借対照

表その他同日現在の計算を基礎とし、これに本効力発生日に至るまでの増減を加除した上

で確定する。

1.資産 (2021年 9月 30日 現在) 合計 金 48,846,464,294円

(1)本事業に属する流動資産

① 未収収益         金 234,645,231隅

② 前払費用          金 ■,372,360隅

③ その他の流動資産     金 222,049,254隅

(2)本事業に属する固定資産

① 開発事業固定資産   金 44,583,544,462円

上記「開発事業固定資産1の内、本事業に属する商標として以下のものが含まれる。

② 建設仮勘定        金 142,482,812円

③ 投資その他の資産    金 3,652,370,175円

上記「投資その他の資産」の内、関係会社株式は以下の明細のとおり(2021年 9月

30日 時点の会計帳簿価格の合計額 1,392,698,043円 )。

区分 備考商標登録番号

※他者との共有権利のう

ち、甲の権利を乙に承継

36登録 4826529 名古屋ルーセン トタワー

36 ″(図形 )登録 5040804

〃86登録 5441983 名古屋クロスコー トタワー

24,25,30,

32,41,43,

44

登彿誰6160431 ゆのゆ

24,25,48,

44

(図形)登録 6175721

86登録 6395590 μX/ミ ュークス
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関係会社株式明細(2021年 9月 30日 時点の帳簿価格)

2 債務 (2021年 9月 30日 現在)

(1)本事業に属する流勃負債

① 未払費用

② 前受収益

③ その他の流動負債

(2)本事業に属する固定負債

① 再評価に係る繰延税金負債

② 繰延税金負債

③ 預かり保証金

④ その他の固定負債

合計 金 3,688,■ 6,177円

金 66,040,151円

金 304,349,675円

金 10,596,355円

金 828,988,795円

金 35,000,000円

金 2,405,015,310円

金 33,175,891円

3.純資産 (2021年 9月 30日 現在 )

土地再評価差額     金△1,264,553,280円

4.承継する雇用契約以外の契約

(1)本事業に関連する契約に関する一切の契約上の地位並びにこれらの契約に基づいて発

生した一切の権利義務

(2)その他引き継ぐ契絢

① 2006年 12月 1日 付 株式会社メルサ (以 F、 「メルサ」という。)と財団法人

中村積善会 (三井不動産が地位を承継)間にて締結された賃貸借契約のメルサ

の連帯保証人としての地位

② 2015年 11月 30日 付 甲とメルサF口号にて締結された保証委託契約書

会計期末

帳簿価格
投資先会社名 株式数

税務期末

帳簿価格

株式会社メルサ 4,019,243株 3,173,227,239F] 4,019,243円

720株 198,394,160円北陸名鉄開発株式会社 198,394,160田

857,100,000円栄開発株式会社 524,000株 857,100,000円

134,024,640円名鉄ビルディング管理

株式会社

10,200,000株 134,024,640円

100,000,000円 100,000,000円名鉄プロパティマネジ

メント株式会社

2,000株

99,160,000円エイ トデザイン

株式会社

148株 99,160,000円
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③ 2019年 6月 28日 付 甲と三井不動産株式会社間にて締結された貸室定期賃

貸借契約書及びそれに付随する覚書一式

④ 2021年 7月 5日 付 甲と株式会社ザイマックス (以下、「ザイマックス」とい

う。)間にて締結された基本協定書及びそれに基づく合意書並びにアドバイザ

リー業務委託契約書

⑤ 2021年 10月 27日 付 甲と株式会社フクダ ,ア ンド・パートナーズ間にて締

結された業務委託契約書

⑥ 2021年 11月 29日 付 甲と名鉄協薦株式会社間にて締結された貸室定翔転貸

借契緯書

⑦ 2021年 11月 30日 付 甲乙間にて締結された貸室定期転貸借契約書

③ 2021年 11月 30日 付 甲と株式会社電通名鉄コミュニケーシヨンズ間にて締

結された貸室定期転貸借契約書

⑨ その他甲乙別途合意した契約

5。 雇用契約

本事業に従事する甲の従業員に係る雇用契約及びこれに付随する権利義務は、
1乙

に一切

承継されない。

6.本事業に属する承継会社の許可、認可、承認、登録及び届出等のうち、分割会社から承

継会社への承継が法令上可能であるもの (ただし、分割会社が引き続き保有する必要が

あるものを除く。)



■

別紙 2

移管対象不動産一覧表

移管内容

建物(内装資産含)
番号 物件名 属性

土地

オフイス・ビル 0 O|も 古屋ルーセントタワー

0オフイス・ビ,レ 0名古屋ク
「

lス コートタワー

オフイス ピ,レ 0 OG4 BttCKS BLC)

0オフィス・ビ,レ 0岡崎南館どル

オフイス・ビル 0 0ル

オフイス・ビ,じ O Oμ X MEIEKI

0 OneLiV上前津 ン!と ■三
=4 レジデシス

0レジデンス 0noしiV儀舞 ※ほ■,章
'

0 0レジデンスれaLiV名 城公 1コ

レ:'デンス 0 O〕eLiV団 崎

0 0レジデンスライブ
=ユ

ート泉

レジデンス 0 0れ0とiV栄生

0レジデンス 0」ァリエ東別院

0 0レジデンス]インニント栄

0レジテレス 0く。ぃ ,y。 31dg東桜

0 0レジデレ,サンブラザ金山

レジデンス 0 0リリェールB壁

0レジデンス O彬 ント茶屋メ)(坂
ユ
''こ

■●
=韓

0 Oライフコート千好三 レシテンス

レジテンス 0 O榜 ント今池 箕`E.t(=情

0 ①農ノント新栄 Xtとモくと重 レジデンス

レジデンス 0 0フォレンテイ桜山

0レジデンス 0ηeriV太曽根

0 Oスカイヒルス貴し条 レジデンス

闘St素〕と警 O名釈南二丁目土地

0閲,と素lt=中村区泥江町土地

0斬舞子土地・店舗棟(旧海上スポーッセンター (駐 車場合)) 間発撃
'也

等

問尭素地学 O東区桂木町土地

0名駅南一丁目土地 開発景地等

〇名鉄イン金山± 1と 問莞禁地等

膀二市漕律町1丁 B土地 開発素地学 0
0開発素〕と等

開発却t等 0 O騨i崚阜駅前店摘

R名鉄組合全箆土地 hi発素蛇琴 O
0東□崎駅前土地 併1,t秦 1と等

0エリア外物イキ 0!キ わくラフト御職場店

0金沢神谷″B店舗 エリ7外物鮮

エリ7外秘t孝 0金沢市神偶1丁目土地

金沢市西炒 丁目土地 エリア)1物 t4 O
沿線外・ロードウイド物件 0 0′(レマルシエ中村店

お笠外ヽロードライド物r午 O O′tレマルシェ票郷店

江商市志屋町土地 沿株外・ロードウイド物 l奪 0
0,む諫外・ロードウイド物件西尾市今

「1町土地

沿線外 .ロ ードサイド傷件 O手市

'「
'ま

1 目土地

0沿操外・O―ドサイド物件 0案卿聴白景建物

西尾市花ノ木町1丁 目土地 沿徐外・B―ドサイド物11 O

'む

様外・a―ドサィド旬1' 0岐阜市島栄町1丁目土地 (ヤマナカ)

l惹阜奇島栄町1丁目土地 (スキ票局) 沿練外・ロードサイド物件 0
豊8】市浄水町±1と 沿様外・ロードサイド均件 0

港稼すf・ D―ドサイド物件 O米野木駅北上】と



移管内春

土地 建物(内装資産含)
属性番号 物件名

車お`町葉ヶ丘を鎖土地 滑粽分。ロー晴 イド物件

0沿構外・ロードサが 旬停

0沿韓秀・ロードサイド物l申

沿構外・ロート
‐
サイド旬件 0田備市三備町土二と刊

0沿苗外・ロートサイド物件丁目土地

消線外・ロー勝 イド物件笑:白 :ヌ平針由慮盤

0 0′こ台悌外・ロートサイド朝 卒

O沿毎外・a―ドウ不 物件噴早市東側町建物

,む韓舛・a―ドウイド物件 0―営市牛野抵土地

0沿構外・コードサ↑ 旬l子目駐車場

0沿構外・ロードサ不 傷件 0
0 0沿線外・a―ドサ不 拘件―宮市縁4丁目建物 (セリア)

―費市長4丁目建物 (ヨ風戯市壌) お韓外・コードサイト物侍

0 0′ヽユ構外・fl―却カド物件名鉄大樹言ゼル

沿糠外・コー‖力↑協ll岡崎市若松東建物

泄雄外・コートウ不 傷件 0JR麓強駅前駐車電

0沿線外・ロードサイト・物件

沿儀外・ロートサイド物件

0珀韓外・n―ドサィト物件

00消脳瞬・0-ドサイド拘lt
Jヽ牧市元町貴費倉た

,む財 ・ロー膨 イド物偉 0Jヽ独市元宙土地

0沿韓外・ロードウイド椅件ヨリマチRお Hl111

00沿機外・ロードサイド傷llゆのゆTOЮ Wttm



別紙 2 吸収分割承継会社の最終事業年度に係る計算書類等の内容

次ページ以降をご参照ください。



2020年 度

第 62期

計 書   類

自 2020年 4月  1日

至 2021年 3月 31日

名 鉄 不 動 産 株 式 会 社

取 締 役 社 長  同lJ田 由 幸



管  借  対  照  表

(2021年 3月 31日 現在 )

金  額科 目 金  額 科 目

(負 債 の 部 )

動  負  債

支 払 手 形

短 期 借 入 金

リ ー ス 債 務

未     払    金

未 払 法 人 税 等

未 払 費 用

前     受    金

預     り    金

賞  与  引  当  金

資 産 除 去 債 務

そ の 他 の 流 動 負 債

定  負  債

長 期 借 入 金

リ ー ス 債 務

預 り 保 証 金

退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 任 慰 労 引 当 金

資  産  除 去 債 務

整 理 損 失 引 当 金

再評価 に係 る繰延税金負債

そ の 他 の 固 定 負 債

流

千 円

76,224,523

2,098,355

69,385,924

234,760

3,065,498

76,958

9,686

1,220,923

50,848

61,442

5,700

14,430

27,887,460

13,350,000

7,571,203

3,636,478

720,895

36,168

249,045

2,313,098

2,455

8,119

負 債 合 計 104,111,983

(純 資 産 の 部 )

株 主 資 本

資    本     金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

固定資産圧縮特別勘定積立金

繰 越 利 益 剰 余 金

評 価 E換 算 差 額 等

その他有価証券評価差額金

土 地 再 評 価 差 額 金

22,146,770

4,000,000

1,998,132

1,998,132

16,148,638

20,000

16,128,638

209,760

15,918,878

△ 469,302

6,818

△ 476,120

21,677,469

流

固   定

有 形  固

建

構

機

工

土

建

(資 産 の 部 )

動  資  産

現  金  ・ 預  金

営 業 未 収 入 金

分 譲 土 地 建 物

未 成 工 事 支 出 金

前 払 費 用

短 期 貸 付 金

そ の 他 の 流 動 資 産

貸  倒  引  当  金

設  仮  勘

無 形 固 定 資

諸 施 設 利 用

そ の他 の無 形 固定 資

投 資 そ の 他 の 資

投 資 有 価 証

関 係 会 社 株

長 期 貸 付

長 期 前 払 費

差 入 保 証

繰 延 税 金 資

そ の 他 の 投

貸  倒  引  当

資  産

定  資

築

械   装

具 ・ 器 具 。備

産

物

物

置

品

地

定

産

権

産

産

券

式

金

用

金

産

資

金

千 円

69,392,216

25,272

1,674,502

64,705,347

78,534

338,110

1,951,899

621,721

△  3,170

56,397,236

47,633,583

21,379,844

124,194

57,075

168,816

25,563,588

340,065

69,059

11,308

57,750

8,694,594

3,964,364

1,703,514

298,422

6,525

2,431,431

289,237

9,001

△  7,900

純 資 産 合 計

資 産 合 計 125,789,452 負 債 ・ 純 資 産 合 計 125,789,452



担 益 計 堂 喜

〔 〕
2020年
2021年

4月  1日 か ら

3月 31日 まで

金 額科 目

千 円

40,049,219

82,538,840

7,510,379

4,257,987

千 円

512,984

23,675

340,409

117,000

10,632

3,252,392

536,660

468,041

135,931

19,647

1,613

3,3211011

157,191

739,081

109,122

3 63 8201

848,203

2,315,618

売    上    高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営   業   利   益

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

そ の 他 の 収 益

営 業 外 費 用

支   払   利   息

整 理 損 失 引 当金 繰 入 額

そ の 他  の 費 用

経   常   利   益

特   別   損   失

整 理 損 失 引 当金 繰 入 額

減   損   損   失

固 定 資 産 除 却 損

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 和I益



株 主 資 本 等 変 動 計 堂 喜
√

―

―

く

2020年

2021年

4月  1日 から

3月 31日 まで 〕
株 主 資 本

資本剰余金 利 益 剰 余 金

その他利益剰余金

利益準備金
固定資産圧縮

特別勘定積立金
繰 越利 益

系」 余 金

利益剰余企
計

株主資本

合  計
資本企

資本準備金
資本剰余金
合   計

千円

15,433,020

千円

21,431,152当 期 首 残 高

千円

4,000,000

千円

1,998,132

千円

1,998,132

千円

20,000

千円

217,816

千円

15,195,204

△ 1,600,000 △ 1,600,000 △ 1,600,000剰  余  金  の  配  当

当 期 純 利 益 2,315,618 2,315,618 2,315,618

△ 8,056 8,056固 定 資 産 圧 縮 特 別 勘 定
積  立  金  の  取  崩

の
う

目
額

項

純
の
く卿額

本
動

資
変

主
期

株
当

△ 8,056 723,674 715,618 715,618

当 期 変 動 額

当 期 変 動 額 合 計

1,998,132 20,000 209,760 15,918,878 16,148,638 22,146,770当 期 末 残 高 4,000,000 1,998,132

評価・換算差額等

その他布価証券

評価差額金

土地再評 価

差 額  金

評価・換算

差額等合計

純資産

合  計

当 期 首 残 高

千円

5,192

千円

△ 476,120

千円

△ 470,928

千円

20,960,225

△ 1,600,000剰 余 金 の 配 当

2,315,618当 期 純 利 益

定
崩

勘別
取

特縮

の

魏
金

資
立

定回
積

1,626 1,626株 主 資 本
当 期 変 動

以 外 の 項 目 の

(純 額 )額
1,626

当 期 変 動 額

当 期 変 動 額 合 計 1,626 1,626 717,244

当 期 末 残 高 6,818 △ 476,120 △ 469,302 21,677,469



(重要な会計方針に係 る事項に関する注記 )

1.資産の評価基準及び評価方法

(1)棚  卸 資 産

分 譲 土 地 建 物

(2)有 価 証 券

① 子会社株式及び関連会社株式

② その他有価証券

a 時価のあるもの

b 時価のないもの

2.固定資産の減価償却の方法

(1)有 形 固 定 資 産

① 建物 (建物附属設備を除く)

及び平成28年4月 1日 以降

に取得した建物附属設備

及び構築物

② その他の有形固定資産

(2)無 形 固 定 資 産

3.引 当金の計上基準

(1)貸  倒  引  当  金

(2)賞  与  引  当  金

(3)退 職 給 付 引 当 金

(4)役 員 退 任 慰 労 引 当 金

個 別 注 記 表

個別法による原価法      ´

(収益性の低下による簿価切下げの方法により算定 )

移動平均法による原価法

期末決算日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理 し、

売却原価は移動平均法により算定 )

移動平均法による原価法

定額法を採用 しております。

ただ し、事業用定期借地権契約による借地上の建物については、

残存価額を零とし、契約年数を耐用年数とした定額法を採用 して

おります。

また、所有権移転外ファイナンス・ リース取引に係るリース資産

については、残存価額を零とし、リース期間を耐用年数とする定

額法を採用 しております。

定率法を採用 しております。

定額法を採用 しております。

ただ し、自社利用のソフ トウエアについては、社内における利用

可能期間 (5年 )に基づく定額法によっております。

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討 し、回収不能見込額を計上

しております。

従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち当期に帰属

する部分を計上 しております。

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の

見込額に基づき計上 しております。

役員の退任慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給

額を計上 しております。

今後発生する整理損失に備えるため、損失負担見込額を計上 して

おります。

(5)整 理 損 失 引 当 金



4.そ の他計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1)ヘ ッ ジ 会 計 の 方 法     特例処理の要件を満たす金利スワップ取引については、特例処理

を採用しております。

(2)消 費 税 等 の 会 計 処 理    消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によつております。

(貸借対照表に関する注記 )

1.資産に係る減価償却累計額

有形固定資産の減価償却累計額 9,683,953千円

2.関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

2,100,798千円

217.329千 円

150,242千円

1,939,692千円

3.土地の再評価

「土地の再評価に関する法律」(平成10年 3月 31日 公布法律第34号 )及 び「土地の再評価に関する法律の一部

を改正する法律」(平成11年 3月 31日 公布法律第24号 )に基づき、事業用の土地の再評価を行い、評価差額

に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地

再評価差額金」として純資産の部に計上しております。

(1)再 評 価 の 方 法   土地の再評価に関する法律施行令 (平成10年3月 31日 公布政令第119号 )

第2条第4号に定める算出方法によつております。

(2)再評価を行つた年月日   平成14年3月 31日

権

務

債

債

銭

銭

金

金

期

期

短

短

権

務

債

債

銭

銭

金

金

期

期

長

長

(損益計算書 に関す る注記 )

関係会社との取引高

営 業 取 引 に よ る 取 引 高

売   上   高

仕   入   高

営業取引以外の取引による取引高

(株主資本等変動計算書に関する注記 )

1.当期末における発行済株式の総数

普  通  株  式

2,175,111千円

862,468千 円

405,475千円

80,000千株



2.剰余金の配当に関する事項

(1)配当金支払額

2020年 6月 8日 開催の定時株主総会において、次のとおり決議を行つております。

株  式  の 種  類                 普通株式

配  当 の 原  資                利益剰余金

配 当 金 の 総 額              1,600,000千 円

1株 当 た り配 当 額             20円

基    準    日               2020年 3月 31日

効 力 発 生 日       2020年 6月 9日

(2)基準 日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

2021年 6月 14日 開催の定時株主総会において、次のとおり決議を予定しております。

株  式  の 種  類                 普通株式

配  当 の 原  資                利益剰余金

配 当 金 の 総 額              1,120,000千 円

1株 当 た り配 当 額              14円

基    準    日              2021年 3月 31日

効 力 発 生 日       2021年 6月 15日

(そ の他事項に関する注記 )

1.税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因は、分譲土地建物評価損、退職給付関係の否認等であり、繰延税金負債

の発生の主な原因は、固定資産圧縮積立金等であります。

2.金融商品に関する注記

(1)金 融商品の状況に関する事項

当社は、銀行等金融機関からの借入により資金を調達 しており、その使途は主として短期の運転資金

(商品投資を含む)及び長期の設備投資資金であります。

(2)金 融商品の時価等に関する事項

当期末における貸借対照表計上額、時価及びその差額については、次のとおりであります。

貸借 対照表計上額 時 イ面 差 額

千円

2,098,355

69,385,924

13,350,000

千 円

21098,355

69,385,924

13,350,000

千 円

支 払 手 形

短 期 借 入 金

長 期 借 入 金
(一年以内返済分を含む)

(注)支払手形及び短期借入金については、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該

帳簿価額によっております。

長期借入金 (一年以内返済分を含む)の変動金利によるものについては、短期間で市場金利を反映し、時価は

帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額によっております。また固定金利によるものについては、元利

金の合計額を新規に同様の借入を行つた場合に想定される利率で割 り引いて算定する方法によつております。



3.賃貸等不動産に関する注記

(1)賃 貸等不動産の状況に関する事項

当社は、名古屋市その他の地域において賃貸用のオフィスビル (土地を含む)等 を有 しております。

(2)賃 貸等不動産の時価に関する事項

貸 借 対 照 表 計 上 額              46,491,997千 円

当 期 末 の 時 価              51,492,949千 円

(注)貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

当期末の時価は、主として「不動産鑑定基準」に基づいて自社で算定した金額であります。

4.関連当事者との取引に関する注記

(注 1)当社は、グループ内の資金を一元管理するキャッシュ・マネジメン ト・サービス (CMS)を 導入しており、

参加会社間で資金の貸借を日次で行つているため、CMSの取引金額は記載 しておりません。

(注2)分譲土地建物の購入価格については、不動産鑑定士の鑑定価格を参考に決定しております。

5。 1株当たり情報に関する注記

1株当た り純資産額

1株当た り当期純利益

270円 97銭

28円 95銭

貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書の金額は、千円未満を原則四捨五入 して表示しております。

属 性
会 社 等

の 名 称

議決権等の所有

(被所有)割合

関連当事者

との関係
取引の内容 取引金額 科   目 期末残高

短期借入金

千 円

69,385,924
資金の借入

(注 1)

千円

98,8001000
長期借入金 13,350,000

親会社の
子会社

爛名鉄マネジ
メントサービス 資金調達

借入金利息 94,757

親会社の
子会社

名鉄運輸爛 商品仕入
商品仕入等

(注 2)
1,421,137 分譲土地建物 1,421,137

不動産賃貸 敷金の預 り 176.184 預 り保証金 1 939 182

資金の貸付 2,650,000 短期貸付金 1,900,000
子会社 名鉄イン爛

所有

直接 10011

資金貸付
貸付金利息 1 904



2020年 度

第 62期

事 業 報 告

自 2020年 4月  1日

至 2021年 3月 31ロ

名 鉄 不 動 産 株 式 会 社

取締役社長 前 田  由 幸



事  業  幸限  告

2020年 4月  ¶日か ら

202¬ 年 3月 31日 ま で

1.株 式会社 の現 況 に関 す る事 項

事 業 の経過 及 び その成 果

当期のわが回経済 は、新型 コロナ ウイルス感染症 の世界的流行の影響 によ り国

内外 の人 々の移動や経済 活動が著 しく抑制 され た ことか ら急速 に悪化 しま した。

緊急事態宣言の解 除後 は経済活動が段階的に再 開 され 、政府 による各種施策の効

果 もあ り緩やか に回復基調が見 られ た ものの、感染の再拡大 によ り緊急事態宣言

が再発令 され 、年度末 にか けて再 び弱 い動 きとな りま した。

不動産業 におきま しては、住宅投資 は、新 型 コ ロナ ウイルス感染拡大 による経

済環境の急激 な変化や外 出 自粛の影響 もあ り全般 には低調 に推移 しま したが、分

譲住宅市場 については、住環境への関心の高 ま りを背景 に都 心 口好立地の物件 は

堅調 な売れ行 きが続 き、郊外の物件 も部屋数や広 さ等 を重視す る顧客の需要 を集

めま した。

このよ うな状況の も と、当社の主要市場で ある東京地 区、大阪地 区及び名古屋

地 区において積極 的な販 売活動 を展開 した ことによ り、営業収入 は400億 49百 万

円 (前 期比80.00/0)、 経 常利益 は33億 21百 万 円 (前 期比74.00/0)、 当期純利益 は

23億 15百 万円 (前 期比 71.20/0)と な りま した。

当期の部門別営業概況 は、次の とお りであ ります。

(1)不 動産 分譲

当期 の不動 産分 譲 収 入 は 353億 26百 万 円 (前 期 比 794%)と な りま した 。

① マ ンシ ョン

名古 屋 地 区 で「メイ ツナ ゴヤ ドー ムWEST」 、「エムズ シテ ィ新 安城

ブラ ンシエ ラ」 、 「エム ズ シテ ィ神 宮前 」 な ど計 158戸 を販 売 した ほか 、

東京 地 区 で「 メイ ツ深 川住 吉 」、「グ ラ ンア リー ナ レジデ ンス」、 「メイ

ツ東船橋 」 な ど計 468戸 を、大 阪地 区で は 「メイ ツ四条 畷駅前 」 、 「ロー

レル ス ク エア健 都 ザ・ レジデ ンス 」 な ど計 128戸 を販 売 いた しま した。 当

期 の総販 売戸 数 は 754戸 、営 業収 入 は 339億 51百 万 円 (前 期 比79.10/0)と な り

ま した。

② 土 地

「μ'Sテ ラスあま木田」 11区 画、「M'sグ ランデ国府宮北」4区 画など

を販売 したほか、「あま木田郷南」、「―宮朝 日」、「稲沢市法成寺」の

一括売却等によ り、営業収入は7億 15百 万円とな りま した。



③ 住 宅

「μ'Sテ ラスあま木田」 11戸 、「M'Sグ ランデ国府宮北」4戸 など合

計28戸 を販売 して、営業収入は4億 50百 万円とな りま した。

(2)不 動産 賃 貸

前 期 に取 得 した 「 リシ ュ ドー ル 名駅南 」 、 「ク ロス ロス ク エア NAKANO」

が 通期 に寄 与 した ほ か 、 当期 に 「名 鉄 イ ン新 大 阪駅 東 口」 、 「ホ テル ミュ ッセ

京 都 四条河 原 町 名鉄 」 を取 得 した こ とな どに よ り、賃 貸収 入 合 計 は 43億 37百 万

円 (前 期比 85,4%)と な りま した。

(3)そ の他不動産

① 管理収入

赤沢別荘地の管理 な どで 77百 万円 (前 期比 74.70/c)と な りま した。

② 設計監理収入

「新安城駅橋上駅化工事」、「大曽根駅高架下商業施設 μプラッ ト化工

事」などで 2億 40百 万円 (前 期比 103.3%)と な りま した。

③ 手数料ほか収入

一般仲介手数料ほか、合計で66百 万円 (前 期比49.10/0)と な りま した。



2.設備投資の状況

当期において実施いたしました主な設備投資等は次のとおりであります。
「メイフィス大曽根 ビル」リノベーションエ事ほか

3.資金調達の状況

当期における資金調達は、自己資金及び金融機関等からの借入金にて賄いました。

4.財産及び損益の状況

5.対処すべき課題

今後の日本経済は、新型コロナウイルスのワクチン接種や経済対策等の各種

政策が実施されることにより、回復基調を辿ることが期待されますが、依然と

して先行き不透明な状況が続 くものと思われます。

また、不動産業を取 り巻く環境は、少子化による住宅需要の減少、新型コロナ

ウイルスの感染拡大がもたらした行動の変容、デジタル化の加速化など、新たな

変化がこれまで以上のスピー ドで進行 し、人々の価値観も多様化することが想定

されます。当社といたしましては、これらの外部環境の変化に適切に対応する

ため、202可 年度を初年度とする中期経営計画を策定しました。

具体的には、東名阪におけるマンション分譲事業を主軸とし、賃貸収益物件の

取得などによるス トック事業の増強により、バランスのとれた企業体質 B収益

構造への転換を図りつつ、マンションブランディングの強化、分譲マンション

事業における富裕層を対象にした商品ラインナップの拡充、法人仲介の提案型

営業活動の強化など、高付加価値化により更なる収益力の強化を図つてまいり

ます。

これらの諸施策を着実に実施することで、よリー層の業績向上に取 り組んで

まいる所存でございますので、株主の皆様におかれましては、今後もご支援ご

鞭撻を賜 りますよう宣 しくお願い申し上げます。

2019年度 2020年度

(当 期 )

区分 年度
2017年度 2018年度

冗 上 同

百万円

41,538

百万円

42,473

百万円

50,064

百万円

40,049

百万円

1,765

百万円

2,715

百万円

3,250

百万円

2,315
当 期 純 利 益

1株 当た り当期 純 利 益
円 銭

22.07

円 銭

33.95

円 銭

40.63

円 銭

28.95

百万円

108,635

百万円

119,764

百万円

125,480

百万円

125,789
総 資 産

百万円

20,960

百万円

21,677
純 資 産

百万円

17,156

百万円

18,991
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6.主要な事業内容及び営業所

(1)主要な事業内容

土地 日建物の販売、賃貸借、管理、不動産の仲介

土木造成工事の設計・監理および請負

建築工事の設計 B監理および請負

不動産の鑑定評価

ビルの賃貸借および管理

(2)主要な営業所

本   社    名古屋市中村区名駅四丁目26番25号

東 京 支 社    東京都港区赤坂二丁目2番 12号

大 阪 支 店   大阪市北区中崎西二丁目4番 12号

7.従業員の状況

重要な親会社及び子会社の状況
(1)親会社の状況

(2)子会社の状況

9. 主要な借入先及び借入額

10 株式に関する事項
①発行可能株式総数
②発行済株式総数
③株主数

80,000千株
80,000千株

13名

平均勤続年数性   別 従業員数 前期末比増減 平均年令
44.4才 18.1年男 129名 1名

37.6才 12.4年女 36名 1名

165名 2名 42.9才 16.8年計

会社名 所有株数
当社に対する

出 資 比 率
当社 との取引内容

土地建物の売買 “賃貸借・仲介
及び建築の設計 コ監理

名古屋鉄道l抑 62,400千株 78.0 %

出資比率 主要な事業内容会社名 資本金

100.0 0/o

造園 日土木・水処理 口建築等の

工事の調査、測量、設計、
施工及び施工監理

名鉄環境造園爛 90百万円

宿泊特化型ホテルの運営名鉄インl抑 10百万円 100.0 0/0

100,0 0/o マンション管理・賃貸管理名鉄コミュニティライフ懺 20百万円

入  先 借 入 額
名鉄マネジメン トサービス 82,735百万 円

株主名 持株数
62,400千株名古屋鉄道l抑

名鉄 ビルデ ィング管理 l抑 4,400千株
2,700千株仰名鉄百貨店

矢作建設工業爛 21000千株

名鉄 EIエ ンジニア爛 1,800千株



1¬ .役員に関する事項

氏 名

前 田 由 幸

加 藤 正 仁

地 位

代 表 取 締 役 社 長

常 務 取 締 役

(2021年 3月 31日 現在)

担当及び重要な兼職の状況

東京支社長    )
名鉄コミュニティライフl抑代表取締役社長

名鉄コミュニティライフl抑代表取締役常務

名古屋鉄道l抑代表取締役会長

名古屋鉄道l抑代表取締役社長 社長執行役員

名古屋鉄道l抑代表取締役 副社長執行役員

名古屋鉄道l抑取締役 常務執行役員

名古屋鉄道l抑常務執行役員

名古屋鉄道l抑常任監査役

′1ヽ 野  猛  常 務 取 締 役 総合企画本部長
技術本部長

水  谷  充 男  取   締   役   ソリューション事業本部長

桑 原 敏 朗 取  締  役 総合企画本部副本部長
企画部長
事業戦略室長

中 村  利 男  取   締   役 名古屋住宅事業本部長
大阪支店総括

内 澤 寛 之 取  締  役 東京支社副支社長
営業部長

安  藤

山 本

安 藤

高  崎

日比野

矢  野

岩 ケ谷

仁

亜

隆

裕

博

裕

光

役

役

役

役

役

役

役

締

締

締

締

締

査

査

取

取

取

取

取

監

監

土
　
司
　
樹

土
同

注 1当期中の役員の異動は、次のとおりであります。

2020年 6月 8日

12.会計監査人の状況

名 称  有限責任あずさ監査法人

氏  名 新 1日

内 澤 寛 之 取締役 (新任 )

日比野   博 取締役 (新任 )

矢  野   裕 監査役 (新任 )

岩 ケ谷  光 晴 監査役 (新任 )

松 岡 信 彦 (辞任 ) 常務取締役

(辞任 ) 取締役金 子 俊 彦

拝 郷 寿 夫 (辞任 ) 監査役

′Jヽ 島 康 史 (退任 ) 監査役



13.業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

業務の適正を確保するための体制

当社では、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため、「内部統制システ

ムの基本方針」を定めており、その内容は以下のとおりです。

(1)当社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

①  「名鉄不動産企業倫理基本方針」を制定し、社長は、その精神を継続して役職員に浸透させ、

企業活動の基本となる法令・定款の連守を徹底します。

② 社長直轄の企業倫理委員会は、コンプライアンスに関する規定の整備、役職員に向けた教育

・研修等を実施します。また、万一コンプライアンス違反が生じたときは、再発防止策等の

必要な対応を講じるとともに、適宜取締役会への報告を行います。

③ 監査役は、独立した立場から、内部統制システムの整備 口運用状況を含め、取締役の

職務執行を監査します。

④ 内部監査担当部署は、内部統制システムが有効に機能しているかを確認し、整備方針 i

計画の実行状況を監視します。

⑤ 当社の事業に適用される法令等を識別し、その内容を関連部署に周知徹底することにより、

法的要求事項を連守します。

⑥ 通報者の保護を徹底した、通報 B相談システム (社内及び社外の相談窓口)を設置します。

② 社会の秩序や安全を脅かす反社会的勢力に対しては、厳正に対処します。

(2)当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

① 取締役会、その他の重要な会議の意思決定に係る情報、代表取締役社長決裁、その他

重要な決裁に係る情報並びに財務、事務及びリスク・コンプライアンスに関する情報を、

法令及び社内規則に基づき、文書または電磁的媒体によつて記録・保存・管理します。

② 取締役または監査役が前号の情報の関覧を求めたときは、常時間覧できます。

(3)当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

① 社長直轄のリスク管理委員会は、当社の事業を取り巻くさまざまなリスクを把握し、損失の

発生を未然に防止するためのリスクの分析、課題・対応策等を協議、承認、及びリスク管理

施策の推進と結果の承認を行います。また、リスク管理委員会で決定した事項については、

適宜取締役会に報告します。

② 経営に重大な影響を及ぼすリスクが顕在化したとき、または顕在化する可能性が高いと判断

するときは、対策本部を設置し、リスクの顕在化に伴い生じた事態に関する情報を収集し、

一元管理するとともに、事態の拡大を防止し、正常化するためのあらゆる措置を講じます。



(4)当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

① 取締役の職務権限と担当業務を明確にし、会社の機関相互の適切な役割分担と連携を

確保します。

② 業務の簡素化、組織のスリム化及びITの適切な利用を通じて業務の効率化を推進します。

(5)当社及びその子会社からなる企業集国における業務の適正を確保するための体制

① 当社は、子会社との緊密な連携のもと、当社及び名鉄グループのブランドの維持 日向上に

努めます。

② 当社は、「関連会社監理規則」に基づき、子会社における経営上の重要事項について、

事前に当社と協議し、または速やかに報告することを求めます。

③ 当社は、子会社における、事故、事件、災害、コンプライアンス違反等、当社及び

名鉄グループに影響を及ぼすおそれのある事項については、速やかに報告を求め、

適切な措置が講じられる体制を確立します。

④ 当社の企業倫理担当部署は、子会社の役職員等からの通報を受けた通報 。相談システムヘの

状況を、当社の企業倫理委員会に報告します。

(6)当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に

関する事項、その使用人の取締役からの独立性に関する事項及びその使用人に対する指示の

実行性の確保に関する事項

① 取締役は、監査役の求めにより、必要に応じて監査役の職務を補助する従業員 (以下「監査

役スタッフ」という。)と して適切な人材を配置します。

② 内部監査担当部署に所属する使用人が、監査役スタッフとなり、必要に応じて、監査役の

職務を補助するものとし、その業務権限は職務責任明細書に定めます。なお、当該業務を

行うときは、監査役スタッフの当社の取締役からの独立性を確保します。

(7)当社の取締役及び使用人並びに子会社の取締役、監査役及び使用人等が当社の監査役に報告を

するための体制並びに報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保する

ための体制

① 監査役の職務の効率的な遂行のため、当社の取締役並びに子会社の取締役及び監査役は、

当社または子会社の経営及び事業運営上の重要事項、業務執行の状況及び結果、並びに

著しい損害を及ばすおそれのある事実について、当社の監査役に報告します。

② 当社及び子会社の使用人は、前号のうち著しい損害を及ぼすおそれのある事実があることを

発見した場合は、当社の監査役に直接報告することができます。

③ 監査役への報告は、誠実に洩れなく行うことを基本とし、定期的な報告に加えて、

必要の都度、遅滞なく行います。



④ 当社及び子会社の役職員は、監査役に前 3号の報告をしたこと、または内部通報したことを

理由として、いかなる不利益な取扱いを受けないものとします。

(8)当社の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の職務の執行に

ついて生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項

① 監査役は、必要に応じ、弁護士、公認会計士等の外部専門家に相談をすることができ、

その費用は当社が負担します。

② 前号のほか、監査役の職務の執行について臨時的に生じた必要な費用は、当社が負担します。

(9)その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

① 当社の代表取締役と監査役は、相互の意思疎通を図るため、定期的な会合を持ちます。

② 当社の取締役は、監査役の職務の適切な遂行のため、監査役と子会社の取締役等との

意思疎通、情報の収集 口交換が適切に行えるよう協力します。

③ 当社の取締役は、監査役の職務の遂行にあたり、監査役が必要と認めた場合に、弁護士、

公認会計士等の外部専門家との連携を図れる環境を整備します。

業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

当社では、上記基本方針に掲げた体制を整備 しておりますほか、その基本方針に基づき、以下の

具体的な取組みを行つております。

(1)コ ンプライアンスに関する取組み

当社は、「企業倫理委員会規則」に基づき馬原則として半期に 1度、企業倫理委員会

を開催 しています。当該委員会は、企業倫理に関する方針や施策の決定、不祥事発覚時の

対応、企業倫理ヘルプラインの状況等を報告 a審議 しています。また、コンプライアンス・

カー ドの配布や e―ラーニングを活用 した教育を通 して、コンプライアンス意識の浸透と

定着を図るための取組みを継続的に行つております。

(2)リ スクマネジメン トの実践

当社は、「リスク管理規則」に基づき、原則として年に 1度、リスク管理委員会を開催

しています。また、当該委員会は、「名鉄グループリスク管理運用規則』に基づき、3年に

1度のリスクの棚卸を実施し、事業を取り巻くさまざまなリスクの把握と適切な管理に努め

ております。

(3)取締役の職務執行の効率性の確保

当社の取締役会は、「取締役会規則」に基づき、原則として3カ 月に 1回開催するほか、

必要に応じて臨時取締役会を開催し、中長期経営計画及び重要な事業計画を策定するほか、

これを遂行するための取締役の業務分担と職務権限を決定し、効率的な職務の執行を図つて

います。また、取締役会のほか、役員会議または部長会議を原則として週に 1回開催し、

各部門の業務の進捗状況や課題を報告、審議しています。



(4)監査役監査の実効性の確保

監査役は、取締役会への出席等を通 して、職務の執行状況及び経営状況を把握するとともに、

内部監査担当部署を経由して、必要な情報を適宜取得しています。



監 査 報 告 書

私たち監査役は、2020年 4月 1周 から2021年 3月 31日 までの第62期事業年度の取締役の職務の執行を
聯杏いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

1.鷲杏の方法及びその内容

各監査役は、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環

境の整備に努めるとともに、以下の方法で幣杏を実施しまし濫
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を
受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及
び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思

疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けまし亀
②嗽締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制、その他株式会社及びそ
の子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして柳 子規則第 100

条第1項及び第3項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備さ

れている体制 (内部統制システム)の状況やその基本方針に基づく具体的な取組みを監視及び検証
いたしまし亀

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な聯杏を実施しているかを監視及び検証するととも
に、会計幣杏人から、その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし亀
また、会計鰤 、から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」(会社計算規則第
131条各号に掲げる事頚0を「監査に関する品質會哩額角 (平成 17年 10月 28日企業会計審議会)

等に従つて整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めまし猛

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類 (貸借赳照表、
損益計算ま 株主資本等変動計算書及び個別注記表)及びその附属日月細書について検討いたしまし亀

2.監査の結果

(1)器 の監査結果

①事業報告は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めま坑
②取締役の職務の執行に関する不正の行為または法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められ

ませれ

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は本目章であると認めます。また、当該内部統制シス

テムに関する取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
(2)計算書類及びその附属明糸測書の監査結果

会訂監査人有限責任あずさ期 、の監査の方法及び結果は本目当であると認めます。

2021年 5月 2「 日

名鉄不動産株式会社
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